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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　製織用のビームが取り付けられる製織準備機械のビーム軸受装置において、ビーム軸の
延長方向に位置する一対の保持軸と、上記各保持軸を回転自在に且つ軸心方向に移動可能
に保持する機枠が設けられ、上記各保持軸を軸心方向に移動させる移動装置を有し、上記
各保持軸の上記ビーム軸側の先端部には、上記ビームの端面部に当接する回転盤が一体に
設けられているとともに、外側に広がる円錐状のテーパ孔が形成され、上記テーパ孔には
上記テーパ孔の内周面に沿うテーパ状の側面を有する円筒体が嵌挿され、上記円筒体に上
記ビーム軸が嵌挿可能に設けられるとともに、この円筒体の側面に上記テーパ孔の開口側
から所定長さの切れ目が形成されており、上記テーパ孔の底部には、上記円筒体を外側に
付勢する弾性体が挿入され、上記円筒体の側面の所定位置には係止部が設けられ、上記係
止部が上記回転盤と上記保持軸の少なくとも一方に係止されることにより上記円筒体が上
記回転盤の外側に突出した状態で係止され、上記移動装置により上記保持軸を上記ビーム
軸側に移動させることにより、上記円筒体内に上記ビーム軸が挿入されるとともに、上記
円筒体が上記テーパ孔内に押し込まれて上記ビーム軸が上記保持軸に同心的に保持され、
上記保持軸を上記ビーム軸から離す方向に移動させることにより、上記円筒体が上記弾性
体により外側に突出した状態に戻ることを特徴とするビーム軸把持装置。
【請求項２】
　上記円筒体の側面の切れ目は複数本形成され、上記円筒体の側面は、内壁面が上記ビー
ム軸に沿う円筒形で、外壁面が上記テーパ孔の内壁に沿う円錐台形であり、上記複数本の
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切れ目は、上記保持軸の軸心方向に平行に形成されているとともに、上記円筒体の全周に
ほぼ等間隔で形成されていることを特徴とする請求項１記載のビーム軸把持装置。
【請求項３】
　上記回転盤は、中心に上記ビーム軸の先端部が挿入可能であるとともに上記保持軸のビ
ーム側端部が挿入される透孔が形成され、上記透孔は、上記テーパ孔の開口部と同心状の
円孔で、大径部と小径部とからなり、上記円筒体の上記係止部は、上記回転盤の上記透孔
の大径部と小径部との段差である係止部に当接し係止されることを特徴とする請求項１ま
たは２記載のビーム軸把持装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　この発明は、経糸整経機、経糸糊付機、ビーム巻返機等の製織準備機械のビーム軸受装
置である。
【０００２】
【従来の技術】
　従来、経糸整経機、経糸糊付機、ビーム巻返機等の製織準備機械のビーム軸受装置は、
機枠に固定軸受を固定し固定軸受に可動軸受を軸心方向に移動可能に嵌合し、可動軸受に
主軸の全部を回転可能に嵌合し、主軸が軸受された可動軸受を軸心方向に前後動させる機
構を設け、さらに主軸の後部にプーリを介して電動機を連結している。主軸の前面にはビ
ームのフランジ外面の中心軸が挿入される軸受孔を同心状に設け、主軸の前端部に円輪盤
を嵌合して固定し、円輪盤の前面に、ビームのフランジ外面の駆動用凹部に挿入する駆動
ピンを突出している。
【０００３】
　そして、経糸の巻取部にビームを取り付ける場合、ビームを巻取部の両側のビーム軸受
装置間に装着し、ビーム軸受装置の可動軸受を摺動させて、主軸の保持軸の軸孔にこのビ
ームの中心軸を挿入し、同時に駆動ピンをビームの駆動用凹部に嵌合する。そして、電動
機により主軸を回転してビームを回転させる。ここで、ビーム軸の挿入及び抜き出しを円
滑に行なうために、ビーム軸とその保持軸との間には、所定の隙間を有して両者が嵌合可
能に形成されている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
　上記従来の技術の場合、ビーム軸と保持軸との間に隙間がある状態でビームが回転する
ため、ビームが偏心して回転したり、移動または振動することがあった。しかもこれによ
り、ビームへの経糸の巻き取りが不安定となり、巻き取った経糸が真円とならなかったり
、巻き取った経糸が多角形状になったり、いわゆる回転斑が発生したりして、巻き返しが
円滑に行なわれないことがあった。しかもこれにより、製織準備機械の高速運転化を妨げ
、稼動効率を損なうものであった。
【０００５】
　そこで、特開平５－２７２０２２号公報に開示されているような、製織準備機械のビー
ム軸受装置が提案されている。これは、保持軸端にテーパ孔を設け、そのテーパ孔に、外
形がこのテーパとほぼ一致するテーパ状で内径が拡大縮小可能な円筒体を挿入し、この円
筒体にビーム軸を嵌合する際、円筒体の内径を縮小させて、円筒体とビーム軸との嵌合隙
間を無くして、両軸間の芯ずれを防止しているものであった。
【０００６】
　しかし、この公報に開示されているものは、円筒体を軸心方向に移動するための空気シ
リンダ、ピストンロッド、レバー等特別な機構を設けることにより、円筒体の内径を拡大
縮小可能としているため、可動軸受を移動させる機構と円筒体を軸心方向へ移動させる２
種類の機構を必要とし、大変複雑な装置となり、高価なものであった。
【０００７】
　この発明は、上記従来の技術の問題点に鑑みてなされたもので、構造が簡単で正確にビ
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ーム軸を保持可能であり、巻取精度が高く、きれいに経糸の巻取が可能な整経機のビーム
軸把持装置を提供することを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　この発明は、製織用のビームが取り付けられる製織準備機械のビーム軸受装置において
、ビーム軸の延長方向に位置する一対の保持軸と、上記各保持軸を回転自在に且つ軸心方
向に移動可能に保持する機枠が設けられ、上記各保持軸の外周側には、その軸心方向に摺
動可能かつ上記保持軸と一体的に回転可能な回転部材が設けられ、上記各保持軸を軸心方
向に移動させる流体シリンダ等の移動装置を有し、上記各保持軸の上記ビーム軸側の先端
部には、上記ビームの端面部に当接する回転盤が一体に設けられているとともに、外側に
広がる円錐状のテーパ孔が形成され、上記テーパ孔には上記テーパ孔の内周面に沿うテー
パ状の側面を有する円筒体が嵌挿され、上記円筒体に上記ビーム軸が嵌挿可能に設けられ
るとともに、この円筒体の側面に上記テーパ孔の開口側から所定長さの切れ目が形成され
ており、上記テーパ孔の底部には、上記円筒体を外側に付勢するコイルバネ等の弾性体が
挿入され、上記円筒体の側面の所定位置には係止部が設けられ、上記係止部が上記回転盤
と上記保持軸の少なくとも一方に係止されることにより、上記円筒体が上記回転盤の外側
に突出した状態で係止されるビーム軸把持装置である。
【０００９】
　そして、上記移動装置により上記保持軸を上記ビーム軸側に移動させることにより、上
記円筒体内に上記ビーム軸が挿入されるとともに、上記円筒体が上記テーパ孔内に押し込
まれて上記ビーム軸が上記保持軸に同心的に保持され、上記保持軸を上記ビーム軸から離
す方向に移動させることにより、上記円筒体が上記弾性体により外側に突出した状態に戻
るようにしたものである。
【００１０】
　また、上記円筒体の側面の切れ目は複数本形成され、上記円筒体の側面は、内壁面が上
記ビーム軸に沿う円筒形で、外壁面が上記テーパ孔の内壁に沿う円錐台形であり、上記複
数本の切れ目は、上記保持軸の軸心方向に平行に形成されているとともに、上記円筒体の
全周にほぼ等間隔で形成されている。
【００１１】
　上記回転盤は、中心に上記ビーム軸の先端部が挿入可能であるとともに上記保持軸のビ
ーム側端部が挿入される透孔が形成され、上記透孔は、上記テーパ孔の開口部と同心状の
円孔で、大径部と小径部とからなり、上記円筒体の上記係止部は、上記回転盤の上記透孔
の大径部と小径部との段差に当接し係止される。
【００１２】
　この発明のビーム軸把持装置は、保持軸をビーム側に移動させ、ビーム軸が円筒体の内
側に挿入され、まず、ビームの端部が円筒体の端面に当接し円筒体が軸心方向に押され、
円筒体がテーパ孔に押し込まれ、テーパ孔内に摺動するに従い、円筒体の側面はテーパ孔
内壁により内側に押圧され、円筒体の側面に形成された切れ目の幅が狭まり、円筒体の内
径は同心状に小さくなりビーム軸を同心的に隙間なく保持する。
【００１３】
【発明の実施の形態】
　以下、この発明の実施の形態について、図面に基づいて説明する。図１～図３はこの発
明の一実施形態を示すもので、この実施形態のビーム軸把持装置１０は、図示しない整経
装置において、経糸を巻き取るビーム１２の両側面に突出するビーム軸１４の軸受位置の
両側に同様の装置が配置され、図１、図２はこのビーム軸把持装置１０の片側のみを示し
たものである。
【００１４】
　ビーム軸把持装置１０には、ビーム軸１４の延長方向に、ビーム軸１４を保持して回転
させる保持軸１６が設けられ、保持軸１６は、保持軸１６の長手方向に対して直角に位置
する機枠１８に固定された軸受ケース２０に同心状に保持されている。軸受ケース２０は
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、機枠１８からビーム１２側へ突出し内側に保持軸１６を保持する円筒状の側面部２２と
、側面部２２の外側にほぼ直角に突出し機枠１８にボルト等で取り付けられる取付部２４
が形成されている。
【００１５】
　保持軸１６と軸受ケース２０の間には、保持軸１６と一体に回転する円筒状の回転部材
２６が設けられ、回転部材２６と軸受ケース２０の間には玉軸受２８が設けられ、回転部
材２６は軸受ケース２０に対して回転可能に保持されている。保持軸１６の側周面には、
軸心方向に沿って所定長さのキー溝３０が形成され、キー溝３０には回転部材２６の内周
面に一体に取り付けられたキー３２が嵌合し、保持軸１６は回転部材２６に対して軸方向
に摺動可能で、回転部材２６の回転運動に対して一体に従動する。
【００１６】
　そして回転部材２６は、回転駆動機構に連結されている。回転部材２６のビーム１２と
は反対側の端部には、軸方向に対してほぼ直角に突出する取付部３４が形成され、取付部
３４にプーリ３６がボルト等で同心的に取り付けられている。プーリ３６は、ベルト３８
によりモータ４０に連結され、駆動される。プーリ３６の側縁部には円周方向に突出する
制動板４２が全周に同心的に形成され、制動板４２を挟持するように、制御装置４４が設
けられている。なお、この回転駆動機構は一例に過ぎず、他の歯車駆動機構等を用いたも
のでも良く、制御装置も適宜選択可能であり、特に限定されるものではない。
【００１７】
　保持軸１６のビーム１２側の端部には、保持軸１６の軸方向に対して略直角に回転盤４
６が一体に固定されている。回転盤４６は、ビーム１２に保持軸１６の回転を伝えるもの
で、まずビーム１２の端面部には、ビーム軸１４の周囲にフランジ４８が形成され、フラ
ンジ４８の所定位置には複数のピン孔５０が円周上に等分に配置されている。そして回転
盤４６のビーム１２側の面は、フランジ４８の表面に当接する当接面５２として形成され
、この当接面５２には、フランジ部４８のピン孔５０に嵌合する駆動ピン５４が、ピン孔
５０に対応して設けられている。回転盤４６の当接面５２の反対側には、保持軸１６の側
面に沿う取付部５６が形成され、取付部５６はボルト等で保持軸１６に固定されている。
【００１８】
　回転盤４６の中心部には、保持軸１６とビーム軸１４が挿通される透孔が形成され、こ
の透孔は保持軸１６が挿通される大径部５８と、ビーム１２側の小径部６０で形成され、
大径部５８と小径部６０の段差部は、後述する円筒体６６が当接する当接面６２として形
成されている。保持軸１６は、大径部５８の軸方向に所定長さ挿入され、回転盤４６の当
接面６２と保持軸１６の端面は所定間隔離されている。
【００１９】
　保持軸１６の、回転盤４６の大径部５８に挿入された端部には、同心状のテーパ孔６４
が軸心方向に形成され、テーパ孔６４の内周面は外側に向かって徐々に開拡するテーパ状
に形成されている。さらにテーパ孔６４の奥部には、円筒状の収容部６５が連続して形成
されている。
【００２０】
　テーパ孔６４には、図３に示す有底筒状の円筒体６６が挿入されている。円筒体６６の
側面には、軸方向に沿って６本の切れ目６８がほぼ等間隔に設けられ、円筒体６６にラジ
アル方向の外力が作用すると円筒体６６の内径が縮小し、外力が除去されると復帰するも
のである。円筒体６６の内周面はビーム軸１４がわずかなゆとりを有して嵌合される円筒
形で、円筒体６６の外周面は、円筒体６６の開口部７０を有する端部７２から軸方向に所
定長さで、内側面と平行な小径部７４が形成されている。そして小径部７４に連続して、
円筒体６６の底方向に向かってテーパ面７６が形成されている。テーパ面７６は、端部７
２に向かって広がるテーパが形成され、テーパ面７６と小径部７４の間の段差部は回転盤
４６の当接面６２に当接する係止部７８となる。保持軸１６の収容部６５には、円筒体６
６を外側に付勢するコイル状のバネ８０が設けられている。
【００２１】



(5) JP 4079290 B2 2008.4.23

10

20

30

40

50

　保持軸１６の、回転盤４６と反対側の端部には保持軸移動装置が設けられている。保持
軸移動装置は、保持軸１６の軸方向にシリンダ軸８２が図示しないカップリング及びナッ
ト８８等を介して設けられ、さらに、シリンダ軸８２は空気又は油圧のシリンダ８４によ
り、軸方向に移動可能に取り付けられている。そして、シリンダ８４は機枠８６に固定さ
れている。なお、この保持軸移動装置は一例に過ぎず、保持軸１６の軸心方向に保持軸１
６等を摺動可能なものであれば良い。
【００２２】
　次に、このビーム軸把持装置１０の動作作用について説明する。まず、経糸を巻き付け
る前のビーム１２を整経装置にセットするとき、図１に示すように保持軸１６はビーム軸
１４から離れた位置までシリンダ８４により退避している。このとき、保持軸１６のテー
パ孔６４に挿入された円筒体６６は、バネ８０に付勢されて円筒体６６の端部７２側が回
転盤４６の当接面５２から外側に突出し、円筒体６６の係止部７８が回転盤４６の当接面
６２に当たり、円筒体６６が外れないように係止している。このときは円筒体６６にラジ
アル方向内側向きの外力が作用していない状態であり、円筒体６６の内径はビーム軸１４
が容易に嵌合される状態に維持されている。
【００２３】
　そして、整経機にビーム１２をセット時に、シリンダ８４を作動させてシリンダ軸８２
を伸ばした状態で、保持軸１６をビーム１２側に移動させると、まず円筒体６６の開口部
７０にビーム軸１４が差し込まれ、ビーム軸１４のフランジ４８が円筒体６６の端部７２
に当接する。このとき、円筒体６６の内周面の直径はビーム軸１４にわずかなゆとりを有
して嵌合される大きさのため、ビーム軸１４はスムーズに円筒体６６内にはいる。そして
各駆動ピン５４が、フランジ部４８のピン孔５０に挿入される。さらに保持軸１６をビー
ム１２側に移動させると、図２に示すように、回転盤４６の当接面５２がビーム軸１４の
フランジ４８の表面に当接し、円筒体６６はその端部７２が回転盤４６の当接面５２と同
一面となるまで、バネ８０の弾性力に抗して保持軸１６のテーパ孔６４内に押し込まれる
。それにともない、円筒体６６のテーパ面７６は保持軸１６のテーパ孔６４の内周面に当
接して徐々に内側に押圧され、円筒体６６は弾性変形して切れ目６８の幅が狭くなり、円
筒体６６の内周面がビーム軸１４と同心状に縮小され、ビーム軸１４を同心的に隙間なく
保持する。
【００２４】
　次にモータ４０によりプーリ３６を回転させ、プーリ３６と一体に回転部材２６、保持
軸１６、回転盤４６が回転し、回転盤４６に設けられた駆動ピン５４を介してビーム１２
に回転が伝達される。
【００２５】
　そして、ビーム１２をビーム軸把持装置１０から取り外す場合、保持軸１６をビーム１
２から離すと、円筒体６６はバネ８０により外側に突出してラジアル方向の力が解除され
、円筒体６６の内径が広がり、ビーム軸１４に対してゆとりを有するものとなり、ビーム
軸１４は楽に引き抜かれる。
【００２６】
　この実施形態のビーム軸把持装置１０によれば、簡単な構造でビーム軸１４をがたつき
なく正確に同心的に保持し、ビーム軸１４の回転時の振動を押さえ、経糸の巻き取り断面
形状が真円とすることができる。そして、ビーム１２を取り外したりセットするときは円
筒体６６の内側面はビーム軸１４にゆとりを有して嵌合されるため、ビーム軸１４の差込
みが円滑に行なわれる。そして、保持軸１６をシリンダ８４で移動させる簡単な動作で、
円筒体６６の内側面をビーム軸１４と同心的に狭くしてビーム軸１４を確実に隙間無く保
持することができる。
【００２７】
　なお、この発明の実施形態のビーム軸把持装置は上記実施形態に限定されるものではな
く、円筒体を付勢する弾性体はコイル状のバネ８０以外に、板バネ等適当な付勢力を得る
ものであれば良く、また他に、保持軸の摺動にともなって円筒体を前後動可能なものであ
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れば良い。保持軸と回転部材は、キー３２とキー溝３０が互いに反対側の部材に設けられ
ても良く、またキー３２以外にスプライン等の確実に互いを軸心方向に摺動可能に連結す
るものであれば良い。また、円筒体の側面に形成される切れ目の幅や数等適宜変更可能で
ある。
【００２８】
【発明の効果】
　この発明のビーム軸把持装置は、簡単な構造でビーム軸をがたつきなく保持し、軸心の
ずれを防止することができ、低コストで、かつ高速運転が可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　この発明の一実施形態のビーム軸把持装置の、ビーム軸を連結する前の状態を
示す縦断面図である。
【図２】　この実施形態のビーム軸把持装置の、ビーム軸を連結した状態を示す縦断面図
である。
【図３】　この実施形態のビーム軸把持装置の円筒体の縦断面図（ａ）と右側面図（ｂ）
である。
【符号の説明】
　１０　ビーム軸把持装置
　１２　ビーム
　１４　ビーム軸
　１６　保持軸
　１８　機枠
　２０　軸受ケース
　２６　回転部材
　２８　バネ

【図１】 【図２】
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